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1. はじめに 

「地理空間情報活用推進基本法」（平成 19 年法律

第 63 号）が平成 19 年に制定されてからちょうど 10

年の節目である今年，この基本法に基づき，第 3 期

目となる地理空間情報活用推進基本計画（以下「基

本計画」という．）が平成 29 年 3 月 24 日に閣議決定

された．国土地理院は，内閣官房及び国土交通省国

土政策局とともに，政府の「地理空間情報活用推進

会議」（以下「推進会議」という.）事務局として計

画の策定に当たってきた．本報告会では，基本計画

の概要と関連する国土地理院の取組について報告す

る． 

 

2. 基本計画策定の背景 

基本計画は，地理空間情報の活用推進に必要な基

本方針や地理情報システム（GIS）・衛星測位などに

関して国が取り組むべき事項を定めるものである． 

第 1 期・第 2 期の基本計画では，基盤地図情報や

準天頂衛星の初号機（みちびき）を整備し，地理空

間情報を活用する日本独自の測位基盤の形成に取り

組んできた． 

第 3 期の基本計画では，今後 5 年間の計画期間に

おいて，この測位基盤による地理空間情報の活用技

術を第 4 次産業革命のフロントランナーとし，一人

一人が「成長」と「幸せ」を実感できる新しい社会

の実現を目指す．具体的には，産学官民が協調して，

高精度で利用価値の高い地理空間情報をリアルタイ

ムで利用できる環境の整備を行うとともに，これら

を高度に活用し，社会課題の解決や新産業・新サー

ビスを創出する「地理空間情報高度活用社会」（G 空

間社会）を目指していく．  

 

3. 基本計画の内容 

3.1 基本計画で目指すべき姿 

第 3 期の計画では，G 空間社会を実現するために

目指すべき姿として，次の 5 点を目標に掲げている． 

・災害に強く持続可能な国土の形成への寄与 

・新しい交通・物流サービスの創出 

・人口減少・高齢社会における安全・安心で質の

高い暮らしへの貢献 

・地域産業の活性化，新産業・新サービスの創出 

・地理空間情報を活用した技術や仕組みの海外展

開，国際貢献の進展 

これらの目標を実現するための手段として，G 空

間情報センターを中核とした産学官民連携による地

理空間情報の整備・流通・利活用を進めるとともに，

準天頂衛星システムや電子基準点網の高度化等によ

る高精度・高信頼性の測位サービスを展開し，併せ

て地理空間情報に関するリテラシー教育，人材育成

を進めていく．また，平成 32 年の東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会を G 空間社会のショー

ケースとして，G 空間社会の実現に向けた布石とす

る． 

 

3.2 シンボルプロジェクト 

重点的に取り組むべき 13 の施策をシンボルプロ

ジェクトと位置づけ， KPI（重要業績評価指標）も

用意することで，防災，交通・物流，生活環境，地

方創生，海外展開といった幅広い分野で地理空間情

報を高度に利活用可能となる世界最高水準の「地理

空間情報高度活用社会」（G 空間社会）を実現する．  

 

4. 基本計画に基づく国土地理院の取組 

G 空間社会の実現には，国土地理院の情報，とり

わけ基盤的な地図情報が欠かせない．国土地理院で

は，基本計画の推進にあたって次のことを行う． 

①電子基準点網を継続的に維持管理するととも

に，基盤地図情報や電子国土基本図を整備し地

理院地図により提供するなど，社会基盤となる

地理空間情報の整備 

②衛星測位情報と高精度な 3次元地理空間情報の

相互位置を高い精度で位置の基準に整合させ

る仕組みなど，地理空間情報を流通・活用する

ための技術的な検討 

③教育支援ポータル「教育の道具箱」による教育

現場の支援や，インターンシップ・学校へ行こ

うプロジェクトによる児童生徒へのアプロー

チなど，地理教育・人材育成の支援 

国土地理院では，基本計画の推進と測量行政を一

体的に取り組んでいく． 
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